
障がい者の自立と社会参加を促進する。

障がい者の自立と社会参加を促進するため、状況に応じた適切な支援を実施する。

今後の
方向性

自立と社会参加を促進する障がい者福祉
共生共感都市

施
策
の
大
綱

保健福祉部障がい福祉課

事業： 自立・社会参加促進事業 1437

05

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

02第2章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

障がい者の社会参加を支援するための事業を実施した。

B

障がい者の自立と社会参加を促進した。

A
B

A

目

標

障がい者の就労支援及び社会参加の促進を図る。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

114,039

105,511

1.10

0.00

47,998

57,513

0

0

一人あたり

世帯あたり 2,412

1,046

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

104,355

42,077

62,278

0

0

112,805

1.10

0.00

2,384

1,021

1,156

5,921

-4,765

0

0

1,234

0.00

0.00

28

25

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

A
A

B

人件費

公債費

内
訳

8,528

0

事業費（決算額） 105,511

8,450

0

104,355

78

0

1,156 (千円)

 (千円)

 (千円)
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